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2018 年７月期及び 2019 年１月期の運用状況の予想の修正に関するお知らせ 

  
三井不動産ロジスティクスパーク投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、2018 年１月 15 日

に公表した 2018 年７月期（2018 年２月１日～2018 年７月 31 日）及び 2019 年１月期（2018 年８月１日
～2019 年１月 31 日）の運用状況の予想について、下記のとおり修正しましたのでお知らせいたします。 
 

記 
 
１．2018 年７月期（2018 年２月１日～2018 年７月 31 日）の運用状況の予想修正の内容 

 

営業収益 
（百万円） 

営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

１口当たり 
分配金
（円） 

（利益超過分配金

を含む） 

  

１口当たり 
分配金 
（円） 

（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり 
利益超過 
分配金 
（円） 

前 回 発 表
予想（Ａ） 

3,131 1,458 1,396 1,395 5,675 5,285 390 

今 回 修 正
予想（Ｂ） 

3,140 1,467 1,413 1,412 5,745 5,373 372 

増減額 
（Ｂ―Ａ） 

8 8 16 16 70 88 △18 

増減率 0.3％ 0.6％ 1.2％ 1.2％ 1.2％ 1.7％ △4.6％ 

（参考）2018 年７月期：予想期末発行済投資口数 262,774 口 
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２．2019 年１月期（2018 年８月１日～2019 年１月 31 日）の運用状況の予想修正の内容（参考） 

 

営業収益 
（百万円） 

営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

１口当たり 
分配金
（円） 

（利益超過分配金

を含む） 

  

１口当たり 
分配金 
（円） 

（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり 
利益超過 
分配金 
（円） 

前 回 発 表
予想（Ａ） 

3,200 1,476 1,429 1,428 5,788 5,412 376 

今 回 修 正
予想（Ｂ） 

3,197 1,475 1,435 1,434 5,833 5,460 373 

増減額 
（Ｂ―Ａ） 

△2 △1 6 6 45 48 △3 

増減率 △0.1％ △0.1％ 0.4％ 0.4％ 0.8％ 0.9％ △0.8％ 

（参考）2019 年１月期：予想期末発行済投資口数 262,774 口 

 

（注１）上記の運用状況の予想数値については、別紙「2018 年７月期及び 2019 年１月期における運用状況の予想の前提条件」

記載の前提条件の下に算出した現時点のものであり、今後の不動産等の追加取得又は売却、不動産市場等の推移、

金利の変動、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により、前提条件との間に差違が生じ、その結果、実際

の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）及び１口当たり

利益超過分配金は変動する可能性があります。また、本予想は、分配金及び利益超過分配金の額を保証するもので

はありません。 

（注２）上記予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

（注３）単位未満の数値は切り捨て、百分比率については、小数点第２位を四捨五入して記載しています。 

 
３．運用状況の予想修正及び運用状況の予想開示の主な理由 
2018 年１月 24 日付「新投資口発行及び投資口売出しに係る価格等の決定に関するお知らせ」において

公表しました新投資口の発行価額の決定、及び 2018 年２月 23 日付「第三者割当による新投資口発行の
確定に関するお知らせ」において公表しました第三者割当による新投資口発行口数の確定に伴い、前回
発表予想において前提条件とした、新投資口の発行による手取金及び取得資産（別紙「2018 年７月期及
び 2019 年１月期における運用状況の予想の前提条件」において定義しています。）取得のための借入金
額並びに予想期末発行済投資口数に変動が生じたことから、2018 年７月期及び 2019 年１月期の運用状況
及び分配金の予想の修正を行うものです。 

 
以 上 

＊本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 
＊本投資法人のホームページアドレス：http://www.mflp-r.co.jp 
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【別紙】 
2018 年７月期及び 2019 年１月期における運用状況の予想の前提条件 

 

項目 前提条件 

計算期間 
・2018年７月期（第４期）（2018年２月１日～2018年７月31日）（181日） 
・2019年１月期（第５期）（2018年８月１日～2019年１月31日）（184日） 

運用資産 

・本投資法人が2018年１月31日現在保有している不動産信託受益権（合計10物件）に加
え、2018年２月２日に「MFLP小牧」に係る不動産信託受益権（準共有持分60％）及び
「MFLP日野」に係る不動産信託受益権（準共有持分15％）を、同年３月15日に「MFLP
平塚」に係る不動産信託受益権（以下３物件を総称して「取得資産」といいます。）を
それぞれ取得したことにより本投資法人の保有資産が12物件（以下「現保有資産」と
いいます。）になり、その後2019年１月期末まで現保有資産の処分等はなく、保有し続
けること及び現保有資産以外に新規物件の取得が行われないことを前提としていま
す。但し、実際には現保有資産以外の新規物件の取得又は現保有資産の処分等により
変動する可能性があります。 

営業収益 
・現保有資産の賃貸事業収益については、本書の日付現在効力を有する締結済みの賃貸
借契約、テナントの動向、市場動向等を勘案して算出しています。 

・不動産等売却損益の発生がないことを前提としています。 

営業費用 

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用については、現保
有資産に関しては過去の実績値をもとに費用の変動要素を考慮して算出しています。 

・減価償却費については、定額法により算出しており、2018年７月期に744百万円、2019
年１月期に754百万円を想定しています。 

・賃貸事業費用（減価償却費を含みます。）控除後の賃貸事業利益（不動産等売却益を除
きます。）は、2018年７月期に1,840百万円、2019年１月期に1,890百万円を想定してい
ます。 

・一般的に、不動産等の売買に際しては、取得資産の固定資産税及び都市計画税等は現
所有者と期間按分による計算を行った上で物件取得時に精算されますが、本投資法人
は当該精算金相当分を取得原価に算入することとしています。従って、取得資産の固
定資産税及び都市計画税等については、2019年度の固定資産税及び都市計画税等が
2019年７月期から費用計上されることとなります。 

・建物の修繕費については、資産運用会社が策定する中長期の修繕計画をもとに、2018
年７月期に33百万円、2019年１月期に20百万円を想定しています。但し、予想し難い
要因により修繕費が増額又は追加で発生する可能性があることから、予想金額と大き
く異なる結果となる可能性があります。 

営 業 外 
費   用 

・支払利息その他融資関連費用として2018年７月期に38百万円、2019年１月期に39百万
円を想定しています。 

・2018年２月１日及び2018年２月28日に払込が完了した新投資口の発行等に係る費用と
して、2018年７月期に15百万円を想定しています。 

有利子負債 

・有利子負債総額は、2018年７月期末に24,000百万円、2019年１月期末に23,300百万円
を前提としています。 

・本投資法人は、金融商品取引法第２条第３項第１号に規定する適格機関投資家から2018
年３月に総額6,700百万円の新規借入れを行っています。なお、新規借入れのうち700
百万円は、減価償却費等から生じる内部留保を原資として2018年７月期中に返済し、
うち700百万円は、2019年１月期中に2018年７月期に対応する消費税の還付がなされる
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予定であることから、当還付金等を原資として、2019年１月期中に返済することを前
提としています。 

・LTVについては、2018年７月期末に24.2％、2019年１月期末に23.6％を見込んでいます。
また、LTVの算出にあたっては、次の算式を使用しています。 
LTV＝有利子負債総額÷総資産額×100 

投資口 

・本書の日付現在の発行済投資口の総口数262,774口を前提とし、2019年１月期末まで新
投資口の発行等による投資口数の変動がないことを前提としています。 

・１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）及び１口当たり利益超過分配金は、2018
年７月期及び2019年１月期の予想期末発行済投資口の総口数262,774口により算出して
います。 

１口当たり分配 
金（利益超過分配
金は含まない） 

・１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める金銭の
分配の方針に従い、利益の全額を分配することを前提として算出しています。 

・但し、運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸事業収入の変動又は予期せぬ修繕
の発生等を含む種々の要因により、１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は
変動する可能性があります。 

１口当たり 
利益超過分配金 

・１口当たり利益超過分配金は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針及び運用ガ
イドラインに従い算出しています。利益超過分配金総額は、2018 年７月期に 97 百万円、
2019 年１月期に 98 百万円を想定しています。 

・本投資法人は、不動産売却損益等を除いた、運用資産の賃貸等の運用によって生じるキ
ャッシュフローに重点をおいて、長期的な保有資産の維持管理及び財務の安定性が確保
される範囲内で、当面の間、FFO（注１）の 75％を上限として、FFO の 70％を目途に利
益超過分配を含めた分配可能金額を算定し、そのうち利益分配の額を超過した金額を基
に、総合的に判断を行った上で決定した金額を利益超過分配として継続的に分配（以下
「継続的な利益超過分配」といいます。）する方針です。但し、経済環境、不動産市場
及び賃貸市場等の動向、保有資産の状況並びに本投資法人における当該営業期間の減価
償却費に占める利益超過分配の割合（注２）、LTV の水準及び余剰現預金の状況等を勘案
し、継続的な利益超過分配を行わない場合があります。 

・さらに、継続的な利益超過分配に加えて、新投資口発行等の資金調達等により、１口当
たり分配金（利益超過分配金を含む）の分配額が、一時的に一定程度減少することが見
込まれる場合には、１口当たり分配金（利益超過分配金を含む）の金額を平準化する目
的で、一時的な利益超過分配を行うことがあります。 

・但し、長期的な保有資産の維持管理を継続する観点から、上記の金銭の分配を実施した
場合、当該営業期間の減価償却費相当額から当該営業期間の利益超過分配の額を控除し
た金額が、建物等維持管理のための資金に関する基準額（注３）を下回る場合において
は、分配金額が利益分配相当の総額を下回らない限度において利益超過分配の額を減額
するものとし、利益超過分配を実施しない場合もあります。 

・また、安定的な財務運営を継続する観点から、上記の金銭の分配を実施した場合に鑑定
LTV（注４）が 60％を超える場合においては、利益超過分配を実施しないものとします。

（注１）「FFO」とは、英文の Funds From Operation の頭文字をとった略称であり、当期純利益（但し、

不動産売却損益等を除きます。）に当該営業期間の減価償却費を加算した値をいいます。 

（注２）当該割合の上限は、当該営業期間の減価償却費の 60％に相当する金額とします。 

（注３）「建物等維持管理のための資金に関する基準額」とは、建物状況調査報告書に記載された資本的

支出相当額を 12 年で平均した金額の６ヶ月相当額に２を乗じた金額をいいます。 

（注４）鑑定 LTV（％）＝Ａ／Ｂ×100（％） 
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Ａ＝当該決算日における有利子負債総額 

Ｂ＝当該決算日における貸借対照表上の総資産額－当該決算日における保有不動産の減価償却

後の簿価の金額＋当該決算日における保有不動産の鑑定評価額の合計額 

その他 

・法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法人投資
信託協会の定める規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われないこ
とを前提としています。 

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としてい
ます。 

 


